
２―参考１ 

長期優良住宅建築等計画の認定事務等の対応について 

１ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基づく長期優良住宅建築等計画

認定事務について 

概要

長期優良住宅の普及の促進に関する法律が平成２１年６月４日から施

行され、「作っては壊す」フロー消費型の社会から、「いいものを作っ

てきちんと手入れして、長く大切に使う」ストック型社会への転換を目

指して、所管行政庁により長期優良住宅の建築及び維持保全に関する計

画を認定する制度（以下「長期優良住宅認定制度」という。）が創設さ

れました。本市においては同日の当該制度の運用開始以降、平成２６年

度末までの累計で約２，５００戸の新築住宅を認定しました。 

国の施策において、平成２７年度中に既存住宅の長期優良化に係る認

定基準を策定することが位置づけられていることを踏まえて、長期優良

住宅の認定基準が改正され、既存住宅を増築し、又は改築して長期優良

化する際の認定基準が追加されることから、既存住宅に係る長期優良住

宅建築等計画認定事務について所要の対応を行うものです。 

内容（２―参考２）

長期優良住宅認定制度において、長期使用構造等とするための措置及び

維持保全の方法の基準（平成２１年国土交通省告示第２０９号）の改正に

より、既存住宅を増築し、又は改築して長期優良化する際の認定基準が追

加されることから、既存住宅について長期優良住宅の認定申請をする場合

の申請手数料を定めようとするものです。 

２ 都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく低炭素建築物新築等計画認定 

事務について 

概要

社会経済活動その他の活動に伴って発生する二酸化炭素の相当部分が都

市において発生しているものであることを鑑み、都市の低炭素化の促進を

図ることを目的として、都市の低炭素化の促進に関する法律が平成２４年

１２月４日から施行され、低炭素化のための措置が講じられた建築物の普

及の促進のため、市街化区域等内において、所管行政庁により低炭素建築

物に関する計画を認定する制度（以下「低炭素建築物認定制度」という。）
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が創設されました。本市においては同日の当該制度の運用開始以降、平成

２６年度末までの累計で６件（全て一戸建ての住宅）の新築建築物を認定

しました。 

認定対象となる建築物のうち、非住宅建築物を認定する際の基準を確認

する方法として、平成２８年４月から活用可能とされる「改訂版モデル建

物法」を認める旨の技術的助言が国土交通省から発出されることから、所

要の対応を行うものです。 

内容（２―参考３）

低炭素建築物認定制度において、非住宅建築物を認定する際の省エネル

ギー性能を総合的に算出する方法として、従前よりも簡便な方法である

「モデル建物法」が追加されることから、その低炭素建築物を認定申請す

る場合の申請手数料を定めようとするものです。 

３ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律に基づくエネルギー消費

性能向上計画の認定事務及びエネルギー消費性能の表示認定事務について 

概要

社会経済情勢の変化に伴い建築物におけるエネルギーの消費量が著しく

増加していることに鑑み、建築物のエネルギー消費性能の向上を図ること

を目的として、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律が制定さ

れ、平成２８年４月１日からその一部が施行され、所管行政庁による「エ

ネルギー消費性能向上計画の認定」及び「エネルギー消費性能の表示認定」

の制度が創設されることから、所要の対応を行うものです。 

内容（２―参考４）

これら二つの認定制度のうち、「エネルギー消費性能向上計画の認定」

制度については、建築主は、新築及び省エネ改修を行う場合に、省エネ基

準の水準を超える誘導基準等に適合している旨の認定を所管行政庁により

受けた場合は、容積率の特例を受けることができることから、その申請手

数料を定めようとするものです。 

「エネルギー消費性能の表示認定」制度については、建築物の所有者は、

建築物が省エネ基準に適合している旨の認定を所管行政庁より受けた場合

は、その旨の表示をすることができることから、その申請手数料を定めよ

うとするものです。 

４ 建築基準法に基づく小荷物専用昇降機に係る確認申請等について 

概要
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建築基準法の一部を改正する法律が平成２８年６月１日から施行される

ことに伴い、同日から関係する政省令が改正されるため、所要の対応を行

うものです。 

内容（２―参考５）

建築基準法施行令第１４６条において、建築基準法第８７条の２の規定

により指定する昇降機その他の建築設備を定めているが、この政令が改正

され、新たに小荷物専用昇降機が追加されるため、建築物に小荷物専用昇

降機を設置する場合は、その確認申請等の手続が必要となります。 

このため、小荷物専用昇降機に係る確認等に関する申請手数料を定めよ

うとするものです。 

５ 今後の対応 

津市手数料徴収条例の一部の改正についての議案を平成２８年第１回津市

議会定例会へ提出する予定です。 
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長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基づく長期優良住宅建築等計画認定事務につい

て【平成２８年4月１日施行】

※建築基準法上の増改築に当たらない、耐震改修、外壁の断熱改修、内窓の設置等も、既存

住宅の長期優良住宅建築等計画の認定を申請することができます。

１ 申請方法の区分 

 現行の新築住宅の申請と同様に、既存住宅の申請方法の区分「エとオ」を追加します。

２ 申請手数料                               ２－参考２

申請者：以下の３パターンのケースがあります 

  Ａ：一般個人 

  Ｂ：一般個人＋分譲事業者 

  Ｃ：単独分譲事業者  

【認定申請】 

申請者：Ａ及びＢの場合           申請者：Ｃの場合

【変更認定申請】 

申請者：Ａ及びＢの場合           申請者：Ｃの場合

【譲受人が決定した変更認定申請】   

【認定申請とは】 

 既存住宅（中古住宅）を増築又は改築して構造及び設備を長期使用構造等とし、その建築後の

住宅の維持保全を行おうとする者は、当該住宅の建築及び維持保全に関する計画（長期優良住宅

建築等計画）を作成し、所管行政庁に認定申請を行うことができるようになります。 

⇒今回新たに既存住宅（中古住宅）の認定基準を追加するため、手数料を徴収するよう改正しま

す。 

【変更認定申請とは】 

 認定を受けた者は、認定を受けた計画の変更をしようとするときは変更の認定を受ける必要が

あります。 

⇒今回新たに既存住宅（中古住宅）の認定基準を追加するため、手数料を徴収するよう改正しま

す。 

【譲受人が決定した変更認定申請とは】 

 分譲事業者が譲受人の決定に先立って認定を受けた既存住宅について、譲受人が決定した場

合、譲受人決定による変更の認定を受ける必要があります。 

⇒今回新たに既存住宅（中古住宅）の認定基準を追加するため、手数料を徴収するよう改正しま

す。 

申請住宅戸数 

    1 戸当たりの手数料の額 

ア ウ エ オ

戸建て   13,500    6,700   20,200 10,100 

１～5 4,900 2,700 7,400 4,000 

6～10 4,000 2,400 6,100 3,600 

11～25 2,700 1,300 4,000 2,000 

26～50 2,100 1,200 3,200 1,900 

51～100 1,600 1,100 2,500 1,600 

101～200 1,400 900 2,100 1,300 

201～300 1,200 700 1,800 1,100 

301 以上 1,000 600 1,500 900 

所管行政庁へ認定申請 

ア(新築) 

エ(既存) 

所
管
行
政
庁

申

請

者 

申請者が住宅性能評価書を添

付して所管行政庁へ認定申請 

イ(新築) 

申請者が評価機関の事前審査

を経て所管行政庁へ認定申請 

ウ(新築)

オ(既存) 

所
管
行
政
庁

申

請

者 

登
録
住
宅
性
能
評

価
機
関

適
合
証

所
管
行
政
庁

登
録
住
宅
性
能
評

価
機
関

設
計
住
宅
性
能
評
価
書

申

請

者 

申請住宅戸数 

   1 戸当たりの手数料の額 

ア イ ウ エ オ 

戸建て 50,600 17,200 6,700 75,900 10,100 

１～5 23,800 12,700 2,700 35,700 4,000 

6～10 19,000 10,200 2,400 28,600 3,600 

11～25 15,000 7,700 1,300 22,600 2,000 

26～50 13,500 6,600 1,200 20,200 1,900 

51～100 11,600 5,000 1,100 17,400 1,600 

101～200 10,700 4,600 900 16,100 1,300 

201～300 10,200 4,200 700 15,300 1,100 

301 以上 9,400 3,800 600 14,100 900 

申請住宅戸数 

   1 戸当たりの手数料の額 

ア イ ウ エ オ 

戸建て 43,800 10,500 6,700 65,800 10,100 

１～5 21,600 10,500 2,700 32,400 4,000 

6～10 17,400 8,500 2,400 26,100 3,600 

11～25 13,700 6,300 1,300 20,600 2,000 

26～50 12,600 5,700 1,200 18,900 1,900 

51～100 11,000 4,500 1,100 16,500 1,600 

101～200 10,200 4,100 900 15,300 1,300 

201～300 9,700 3,700 700 14,600 1,100 

301 以上 8,900 3,300 600 13,400 900 

申請住宅戸数 

1 戸当たりの手数料の額 

ア イ ウ エ オ 

戸建て 28,600 12,000 6,700 43,000 10,100 

１～5 13,200 7,700 2,700 19,900 4,000 

6～10 10,700 6,300 2,400 16,100 3,600 

11～25 8,200 4,500 1,300 12,300 2,000 

26～50 7,400 3,900 1,200 11,100 1,900 

51～100 6,300 3,000 1,100 9,500 1,600 

101～200 5,800 2,700 900 8,700 1,300 

201～300 5,400 2,400 700 8,200 1,100 

301 以上 5,000 2,200 600 7500 900 

申請住宅戸数 

   1 戸当たりの手数料の額 

ア イ ウ エ オ 

戸建て  25,300  8,600  6,700 37,900 10,100 

１～5 12,100 6,600 2,700 18,200 4,000 

6～10 9,900 5,400 2,400 14,800 3,600 

11～25 7,500 3,800 1,300 11,300 2,000 

26～50 6,900 3,400 1,200 10,400 1,900 

51～100 6,000 2,800 1,100 9,100 1,600 

101～200 5,500 2,500 900 8,300 1,300 

201～300 5,200 2,200 700 7,900 1,100 

301 以上 4,700 1,900 600 7,100 900 
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都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく低炭素建築物新築等計画認定事務について 
【平成２８年4月１日施行】

１ 申請方法の区分 

２ 申請手数料 

                                 ○－参考３

２－参考３  

非住宅建築物

（※４） 

300㎡以内 260,400 93,800 10,100 131,200 47,900 6,000 

300 ㎡を超え

2,000 ㎡以内 415,100 157,300 28,900 210,400 81,500 17,300 

2,000 ㎡を超え

5,000 ㎡以内 590,900 254,700 86,800 304,100 136,000 52,000 

5,000 ㎡を超え

10,000 ㎡以内 724,700 332,600 137,400 376,100 180,000 82,400 

10,000㎡を超え

25,000 ㎡以内 854,200 399,800 173,600 444,400 217,200 104,100 

25,000㎡を超え

るもの 975,000 469,000 217,000 509,200 256,100 130,200 

複合建築物 複合建築物については、※１及び※４の金額の合計額又は※２、※３及び※４の金額の合計額とする。 

認定申請 変更認定申請 

技術的審査 無 技術的審査

有 

（ウ） 

技術的審査 無 技術的審査

有 

（カ）

標準入力法

等（ア） 

簡易な評価

方法（イ） 

標準入力法

等（エ） 

簡易な評価

方法（オ） 

一戸建ての住宅（※１） 36,800 5,000 18,900 3,000 

共同住宅等 住戸部分

の戸数 

（※２） 

1 36,800 5,000 18,900 3,000 

2～5 74,500 10,100 38,200 6,000 

6～10 104,800 17,300 54,100 10,400 

11～25 147,500 28,900 76,600 17,300 

26～50 211,900 48,400 110,800 29,000 

51～100 303,800 86,800 160,500 52,000 

101～200 411,500 137,400 219,500 82,400 

201～300 539,600 173,600 287,100 104,100 

301 以上 633,600 185,100 335,300 111,100 

供用部分

の床面積 

（※３） 

300㎡以内 117,900 10,100 59,900 6,000 

300 ㎡を超え

2,000 ㎡以内 194,500 28,900 100,100 17,300 

2,000 ㎡を超え

5,000 ㎡以内 303,000 86,800 160,200 52,000 

5,000 ㎡を超え

10,000 ㎡以内 389,100 137,400 208,300 82,400 

10,000㎡を超え

25,000 ㎡以内 465,100 173,600 249,900 104,100 

25,000㎡を超え

るもの 541,700 217,000 292,500 130,200 

所管行政庁へ認定申請 

ア(新築) 

エ(変更) 

   適合証 無 

標準入力法等 

申

請

者 

所
管
行
政
庁

申請者が評価機関の事前審査

等を経て所管行政庁へ認定申

請 

ウ(新築)

カ(変更)

所
管
行
政
庁

申

請

者 

登
録
住
宅
性
能

評
価
機
関
等

適
合
証
等

所管行政庁へ認定申請 

イ(新築) 

オ(変更) 

  適合証 無 

簡易な評価方法 

申

請

者 

所
管
行
政
庁
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建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律に基づくエネルギー消費性能向上

計画の認定事務及びエネルギー消費性能の表示認定事務について
【平成２８年4月１日施行】

〈手続の流れ〉

Ａ 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定（法第３０条 容積率特例）

技術的審査依頼

        適合証等交付

（適合証等添付）
申請              計画の通知

認定               確認済証

 法第 30条第 2項による
申し出があった場合

Ｂ 建築物のエネルギー消費性能に係る認定（法第３６条 認定表示）

技術的審査依頼

          適合証等交付

（適合証等添付）
申請             

認定              

１ 申請方法の区分

Ａ 容積率特例（法３０条） Ｂ 認定表示（法３６条） 

計画の認定 計画の変更認定 

ア イ ウ ア イ ウ ア イ ウ 

一戸建ての住宅 （※１） 36,800 5,000 18,900 3,000 36,800 18,700 5,000 

共同住宅等 住戸部分

の戸数 

（※２） 

1 36,800 5000 18,900 3,000 36,800 18,700 5,000 

2～5 74,500 10,100 38,200 6,000 74,500 35,300 10,100 

6～10 104,800 17,300 54,100 10,400 104,800 51,200 17,300 

11～25 147,500 28,900 76,600 17,300 147,500 73,600 28,900 

26～50 211,900 48,400 110,800 29,000 211,900 111,100 48,400 

51～100 303,800 86,800 160,500 52,000 303,800 168,100 86,800 

101～200 411,500 137,400 219,500 82,400 411,500 239,500 137,400 

201～300 539,600 173,600 287,100 104,100 539,600 309,500 173,600 

301 以上 633,600 185,100 335,300 111,100 633,600 352,100 185,100 

供用部分

の床面積

（※３） 

300㎡以内 117,900 10,100 59,900 6,000 117,900 10,100 

300 ㎡を超え

2,000 ㎡以内 
194,500 28,900 100,100 17,300 194,500 28,900 

2,000 ㎡を超え

5,000 ㎡以内 
303,000 86,800 160,200 52,000 303,000 86,800 

5,000 ㎡を超え

10,000 ㎡以内 
389,100 137,400 208,300 82,400 389,100 137,400 

10,000㎡を超え

25,000 ㎡以内 
465,100 173,600 249,900 104,100 465,100 173,600 

25,000㎡を超え

るもの 
541,700 217,000 292,500 130,200 541,700 217,000 

非住宅建築物 

（※４） 

300㎡以内 260,400 93,800 10,100 131,200 47,900 6,000 260,400 93,800 10,100 

300 ㎡を超え

2,000 ㎡以内 
415,100 157,300 28,900 210,400 81,500 17,300 415,100 157,300 28,900 

2,000 ㎡を超え

5,000 ㎡以内 
590,900 254,700 86,800 304,100 136,000 52,000 590,900 254,700 86,800 

5,000 ㎡を超え

10,000 ㎡以内 
724,700 332,600 137,400 376,100 180,000 82,400 724,700 332,600 137,400 

10,000㎡を超え

25,000 ㎡以内 
854,200 399,800 173,600 444,400 217,200 104,100 854,200 399,800 173,600 

25,000㎡を超え

るもの 
975,000 469,000 217,000 509,200 256,100 130,200 975,000 469,000 217,000 

複合建築物 複合建築物については、※１及び※４の金額の合計額又は※２、※３及び※４の金額の合計額とする。 

所管行政庁 建築主 建築主事 

登録省エネ判定機関等 

所管行政庁 建築主 

登録省エネ判定機関等 

２ 申請手数料 

２－参考４

ア 所管行政庁へ認定申請 

所
管
行
政
庁

申

請

者 

イ 申請者が簡易な評価方法

（モデル建物法等）で評価を

行って所管行政庁へ認定申請 

ウ 申請者が登録省エネ判定

機関等の事前審査を経て所管

行政庁へ認定申請 

所
管
行
政
庁

申

請

者 

登
録
省
エ
ネ

判
定
機
関
等

適
合
証
等所

管
行
政
庁

簡易な評価

方法で評価

申

請

者 

単位：円 



２－参考５ 

建築基準法に基づく小荷物専用昇降機に係る確認申請等について 

【平成２８年６月１日施行】

○小荷物専用昇降機とは 

物を運搬するための昇降機で、かごの水平投影面積が 1 ㎡以下かつ天井の高

さが 1.2 メートル以下のもの 

○小荷物専用昇降機に係る確認等に関する申請手数料 

区     分 確認申請 
計画変更 

確認申請 

完了検査 

申請 

建築設備 

（小荷物専用昇降機を除く。） 
23,000 10,000 41,000

小荷物専用昇降機 8,000 5,000 24,000
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